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本書を利用する方のために 

 

○ 本書は、第１章「統計の種類」、第２章「やさしい分析教室」、第３章「分析ツールの紹介と 

使い方」から構成されています。 

○ 目的別に掲載していますので、目的に応じて必要な項目を確認することができます。 

 

第１章「統計の種類」 

現在国勢調査など様々な統計が公表されていますが、必要とする数値について、どの統計 

に掲載されているのかわからないことが多いと思われます。そこで、この章では数値を取得 

する際の目的を掲載し統計の特徴を分類することで、それを手がかりとして必要とする数値 

がどの統計に掲載されているのかたどり着けるようにしています。 

 

第２章「やさしい分析教室」 

    平均や寄与度等各種統計を活用するために必要な手法について、利用頻度が高く代表的 

な内容を目的別に掲載しています。 

    

 

 

 

 

 

 

 

第３章「分析ツールの紹介と使い方」 

    各種統計を利活用するための分析ツールについて、代表的な使い方や機能について紹介 

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本書で使用している統計データは、原則として令和７年12月までに公表された数値に 

なります。 

 

○ 本書は各種調査等の公表結果について解説や分析をしていますが、文中の見解に関す 

る部分は県統計課において例示として記述したものであり、必ずしも新潟県としての公

式な見解を示しているものではありません。 

 

 

（例）テスト結果の特徴を把握したい 
「例えば」  ･･･国語のテスト結果の特徴をつかみたい。（クラスのテスト結果） 
「分析の仕方」･･･特徴をつかむための手法として平均値、中央値、最頻値を紹介。 
         選択時の一般的な手順を紹介。 
「分析結果からわかること」･･･上記手法をもとに、手順に従って計算した結果、テスト結果 

の特徴を表す代表値がわかる。 
                

（例）統計データをグラフ化したい （統計ダッシュボード） 
「ツールの特徴」･･･統計データがあらかじめグラフ化されており作成の手間が省略できる。 
「主な機能」  ･･･棒グラフや折れ線グラフで表示できる。 
「例えば」   ･･･都道府県人口について棒グラフで表示する場合の手順を紹介。 
「活用例」   ･･･上記以外にも市町村別人口や他県比較のグラフの表示ができる。 
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第１章 

 

「統計の種類」 
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統計調査名 国勢調査 新潟県推計人口 人口推計 住民基本台帳人口

概要

各種行政施策の基本
資料を得ることを目
的として、全数調査
で実施している基幹
統計

氏名、年齢などが記
載された住民票の届
出を編集した住民基
本台帳に記録されて
いる人口のこと

実際の人口との
乖離

ほぼ無 少ない 少ない 若い世代で多い

対象
実際にそこに
住んでいる人

その市町村に住民
登録されている人

国値の有無 ○ × ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ 　　△　※ ○

市町村値の有無 ○ ○ × ○

外国人のみの人口 ○ ○ ○ ○

調査周期 ５年ごと 月次 月次 年次

調査機関 総務省 新潟県統計課 総務省 総務省

国勢調査の実施間における人口を把握す
るために、国勢調査による人口を基礎と
して、その後の人口動向を各種統計資料
から推計したもの

国勢調査を基にした推計

第１章－１ 「人口や世帯について調べたい」 

 

 

・人口や人口増減の推移などがわかる。 

 ・男女、年齢、就業状態などに分類された人口について、全国、都道府県、市町村ごとの動きが  

わかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※年報では都道府県値有り 

 

 

 

 ①「新潟県推計人口」と「人口推計」の違い 

  〇大きな違いは推計に用いている資料 

   ともに国勢調査を基準としているが、推計に用いている資料に差異がある。 

   「新潟県推計人口」…市町村へ届出のあった出生・死亡と転入・転出を加減算して推計。 

   「人口推計」   …出生・死亡（人口動態統計）、入国・出国（出入国管理統計）、転入 

・転出（住民基本台帳人口移動報告）等を加減算して推計。 

 

 ②住民基本台帳人口において、実際の人口との乖離が「若い世代」に多い理由 

  〇親元に住民票を置いたまま、学校の近辺で一人暮らしをする学生が多いため 

 

実際の人口との乖離が生まれる仕組み 

 

 

 

 

人口について調べる場合 

豆知識 

住民基本台帳人

口は「住民票があ

る場所（住所）」で

人口を集計 

住民票を移動せ

ずに、他の市町村

に居住 

住民票の住所に

その人が住んで

いなくても人口

としてカウント 

普段住んでいる場

所を基にした国勢

調査や推計人口と

の乖離が発生 
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統計調査名 国民生活基礎調査 国勢調査 新潟県推計人口 住民基本台帳人口

主にわかること

単独世帯数
核家族世帯数
その他の世帯数

など

単独世帯数
核家族世帯数

非親族を含む世帯数
など

世帯数
日本人住民世帯数
外国人住民世帯数

概要

保健、医療、福祉、
年金、所得等国民生
活の基礎的事項を集
計した調査

各種行政施策の基本
資料を得ることを目
的として、全数調査
で実施している基幹
統計

国勢調査による人口
を基礎として、その
後の人口動向を各種
統計資料から推計し
たもの

氏名、年齢などが記
載された住民票の届
出を編集した住民基
本台帳に記録されて
いる人口のこと

国値の有無 ○ ○ × ○

都道府県値の有無
△

（地域ブロック）
○ ○ ○

市町村値の有無 × ○ ○ ○

調査周期 年次 ５年ごと 月次 年次

調査機関 厚生労働省 総務省 新潟県統計課 総務省

統計調査名 在留外国人統計 国勢調査
新潟県

推計人口
人口推計 住民基本台帳人口

在留資格
国籍

国籍

出生数
死亡数
転入数
転出数

出生数
死亡数
入国数
出国数

出生数
死亡数

国内外からの転入数
国内外への転出数

日本に来た目的 調査時点での実態に
近い外国人人口

日本国内における外
国人の人口動態

概要

在留外国人及び入管
法の在留資格をもっ
て日本国内に在留す
る外国人を集計した
統計

各種行政施策の基本
資料を得ることを目
的として、全数調査
で実施している基幹
統計

氏名、年齢などが記
載された住民票の届
出を編集した住民基
本台帳に記録されて
いる人口のこと

国値の有無 ○ ○ × ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○  　△ ※ ○

市町村値の有無 ○ ○ ○ × ○

調査周期 半年 ５年ごと 月次 月次 年次

調査機関 法務省 総務省
新潟県
統計課

総務省 総務省

主にわかること

県内（国内）におけ
る外国人の人口動態

国勢調査の実施間に
おける人口を把握す
るために、国勢調査
による人口を基礎と
して、その後の人口
動向を各種統計資料
から推計したもの

 

 

 ・３か月以上日本に滞在している外国人の人口などがわかる。 

 ・国籍別、在留資格別、自然動態、社会動態などが、全国、都道府県、市町村ごとにわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※年報では都道府県値有り 

 

 

 ・世帯数や世帯構成などがわかる。 

 ・単独世帯、核家族世帯、高齢者世帯、母子・父子世帯、３世代世帯など家族類型や世帯構造別  

の世帯数が、全国、都道府県、市町村ごとにわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯について調べる場合 

日本にいる外国人の人口を調べる場合 
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統計調査名 人口動態調査
住民基本台帳

移動報告
新潟県推計人口 人口推計

自然動態 社会動態

出生数　死亡数
死産数　婚姻数
離婚数　　など

転入数
転出数

出生数
死亡数

転出入者数

出生数
死亡数

出入国者数

概要

出生、死亡、婚姻、
離婚、死産の届出を
集計した調査

住民票の転入届を集
計し、都道府県間や
市町村間の移動状況
をとりまとめたもの

国値の有無 ○ ○ × ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○ 　　　△　※１

市町村値の有無       △　※２       △　※３ ○ ×

調査周期

調査機関 厚生労働省 総務省 新潟県統計課 総務省

備考
出産年齢や出生順
位、死因や死亡率等
のデータも網羅

都道府県間、市町村
間の人口移動を網羅

自然動態、社会動態ともに網羅しており
両方を踏まえた人口の状況を把握できる

国勢調査の実施間における人口を把握す
るために、国勢調査による人口を基礎と
して、その後の人口動向を各種統計資料
から推計したもの

主にわかること

自然動態・社会動態

月次

統計調査名

概要

推計範囲 全国
都道府県
市区町村

推計期間
最新の国勢調査から50年後

（参考推計100年後）
最新の国勢調査から30年後

公表時期
国勢調査から２年半後

（５年ごと）
国勢調査から３年後

（５年ごと）

調査機関 国立社会保障・人口問題研究所

将来推計人口

国勢調査、生命表、人口動態調査などの各種人口統計の
結果を基に、将来の人口を推計している

 

 

・将来の出生、死亡、ならびに国際人口移動について仮定を設け、 これらに基づいて将来の人口 

規模等を推計したもの。 

・人口や出生率、生残率などが推計されている。 

・「将来推計人口」は、現状の社会情勢が今後も継続した場合の人口を推計（将来への投影）する 

ものであり、社会情勢の変化を考慮した将来人口（将来の人口予測）ではないということに留 

意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・出生や死亡、転出入に伴う人口増減や移動数がわかる。 

 ・出生や死亡などの自然動態、出入国や転出入などの社会動態などが、毎月、全国、都道府県別、 

市町村別にわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１年報では都道府県値有り 

 ※２年報では市町村値有り 

 ※３市町村値は国・都道府県値の３か月後に公表 

人口移動（出生、死亡、転出入など）について調べる場合 

将来の人口が知りたい場合 
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※一部の都府県は総務省から数値の提供を受け集計公表しており、国ではモデル推計により 

都道府県値を公表している 

統計調査名 民間給与実態統計調査 毎月勤労統計調査 賃金構造基本統計調査

主にわかること
１年間（１～12月分）の
支給総額

１か月間の賃金、
給与、手当、賞与

６月分（調査対象期間）
の所定内給与額、年間賞
与その他特別給与額

概要

民間事業所における年間
給与の実態を、給与階級
別、事業所規模別、企業
規模別等に明らかにした
もの

雇用、給与及び労働時間
について、国や都道府県
別の変動を明らかにした
もの

賃金の実態を雇用形態、
就業形態、職種別等に明
らかにしたもの

対象労働者
従業員

（正規、非正規）

役員

一般労働者
パートタイム労働者

一般労働者
短時間労働者
臨時労働者

主なデータ種類

事業所規模別
性別

 年齢階層別
勤続年数別

産業別
事業所規模別

職種別
性別

年齢階層別
勤続年数別

事業所規模 １人以上

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 × ○ ○

市町村値の有無 × × ×

調査周期 年次 月次 年次

調査機関 国税庁 厚生労働省、都道府県 厚生労働省

５人以上

統計調査名 毎月勤労統計調査 賃金構造基本統計調査 労働力調査

概要

雇用、給与及び労働時間
について、国や都道府県
別の変動を毎月明らかに
したもの

賃金の実態を雇用形態、
就業形態、職種別等に明
らかにしたもの

就業状態に関する調査。
就業した産業、職業、就
業時間等を明らかにした
もの

調査対象 世帯

労働時間
（就業時間）

１か月間の実労働時間
６月分（調査対象期間）

の実労働時間
月末１週間の就業時間
（月間は上記をもとに算出）

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○     △  ※

市町村値の有無 × × ×

調査周期 月次 年次 月次

調査機関 厚生労働省、都道府県 厚生労働省 総務省

事業所

第１章－２ 賃金や労働について調べたい 

 

 

・産業ごとの従業員等の給与がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・産業別や都道府県別の従業者の労働時間がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働者の給料・賃金を調べる場合 

労働時間を調べる場合 
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統計調査名 毎月勤労統計調査 国勢調査
経済センサス
－活動調査

主にわかること

概要

雇用、給与及び労働
時間について、国や
都道府県別の変動を
毎月明らかにしたも
の

日本に住んでいるす
べての人及び世帯を
対象とする国の最も
重要な統計調査で，
国内の人口や世帯の
実態を明らかにした
もの

全産業分野の売上金
額などの経理項目を
把握し、事業所・企
業の経済活動を全国
的及び地域別に明ら
かにしたもの

調査時点
「月末現在」

の状態
「10月１日現在」

の状態
「６月１日現在」

の状態

調査対象 事業所 世帯 事業所

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○

市町村値の有無 × ○ ○

調査周期 月次 ５年ごと ５年ごと

調査機関
厚生労働省
都道府県

総務省
総務省

経済産業省

統計調査名 労働力調査 就業構造基本調査

主にわかること
調査時点の就業の有
無

年間を通した普段の
状態

概要

就業状態に関する調
査。就業した産業、
職業、就業時間等を
明らかにしたもの

就業及び不就業の状
態を調査し、全国及
び地域別の就業構造
を明らかにしたもの

調査時点
「月末現在」

の状態
「10月１日現在」

の状態

調査対象

国値の有無 ○ ○

都道府県値の有無     △　※ ○

市町村値の有無 ×
△

（政令指定都市、都道府県庁所在
都市、人口30万人以上の市のみ）

調査周期 月次 ５年ごと

調査機関 総務省 総務省

調査時点の就業の有無

世帯

 

 

・産業ごとや国・都道府県ごとの労働者数がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※一部の都府県は総務省から数値の提供を受け集計公表しており、国ではモデル推計により 

都道府県値を公表している 

労働者数を調べる場合 
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＜統計調査名：一般職業紹介状況（職業安定業務統計）：厚生労働省＞ 

 ・公共職業安定所における求人、求職、就職の状況（新規学卒者を除く。）を取りまとめたもの。 

・有効求人倍率、新規求人数、新規求職申込件数等を都道府県別、月別、産業別に把握すること 

ができる。 

 ・調査周期：月次 

 

 

 

＜統計調査名：就労条件総合調査：厚生労働省＞ 

・全国の民間企業を対象とした抽出調査であり、労働時間制度や賃金制度等の就労条件について 

把握することができる。 

 ・調査周期：年次 

 

 

就職状況について調べる場合 

就労条件について調べる場合 
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統計調査名 県民経済計算 市町村民経済計算 国民経済計算
四半期別

ＧＤＰ速報

主にわかること

県内総生産
（生産側・支出側）

県民所得
経済成長率

市町村内総生産
（生産側）

市町村民所得
経済成長率

国内総生産
（生産側・支出側）

国民所得
経済成長率

国内総生産
（支出側）

雇用者報酬
四半期別経済成長率

概要

県経済全体の規模や
成長率、所得水準な
どを明らかにしたも
の

市町村経済全体の規
模や成長率、所得水
準などを明らかにし
たもの

国内総生産（GDP）
など国の経済活動の
全体像を明らかにし
たもの

国民経済計算のう
ち、支出面からみた
国内総生産（GDP）
及び雇用者報酬につ
いて、四半期ごとに
作成しているもの

国値の有無 × × ○ ○

都道府県値の有無 ○ × × ×

市町村値の有無 × ○ × ×

公表時期

年度終了後の約２年
後に公表

（新潟県の場合）
毎年度末頃

年度終了後の約２年
後に公表

（新潟県の場合）
毎年度末頃 毎年12月中旬頃

（１次速報）
５月中旬頃、８月中
旬頃、11月中旬頃、
２月中旬頃

（２次速報）
６月上旬頃、９月上
旬頃、12月上旬頃、
３月上旬頃

速報性 やや低い やや低い 普通 高い

調査機関 都道府県
都道府県により作成
の有無が異なる

内閣府 内閣府

第１章－３ 経済状況や企業活動等について調べたい 

 

 

 ・経済全体の規模や所得水準等がわかる。 

 ・生産活動により生じる付加価値の総額である総生産、雇用者の給与や企業の利益等がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜統計調査名：産業連関表＞ 

・国または地域内において１年間に行われた財・サービスの生産活動や、産業相互間の取引状況 

などを一覧表にまとめたもの。 

・概ね５年に１度作成されており、県内生産額、中間投入額、移出入額等がわかる。 

・経済波及効果の分析に用いられている。 

 →詳細は「第３章－４ 事業やイベントが地域にもたらす経済効果を分析したい」を参照。 

 ・作成機関：総務省、都道府県 

 

 

国・都道府県・市町村の経済規模を調べる場合 

国や都道府県の産業間の取引等について調べる場合 
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名称 月例経済報告 景気動向指数
全国企業短期経済

観測調査
（日銀短観）

中小企業景況調査

主にわかること
国の現在の景気動向
についての政府見解

国内景気の方向性や
大きさ

企業の業況に関する
判断

中小企業の業況に関
する判断

概要

日本政府の景気に関
する公式見解を示す
報告書のこと

生産や消費、雇用等
の動向を示す個別の
経済指標の動きを統
合した指数

各企業の経営者に業
況感を問うマインド
調査

中小企業を対象に、
業況判断ＤＩによる
景況感を、産業別・
地域別等に把握でき
る調査

景気の判断方法

内閣府が経済指標の
分析やヒアリング等
をもとに総合的に判
断する

内閣府が各指数を一
定の基準にあてはめ
機械的に判断する

対象企業
資本金２千万円以上
の企業（金融機関を
除く）

中小企業基本法に定
義する全国の中小企
業

公表時期 毎月20日頃 毎月上旬頃

四半期ごと
（４月１日頃
  ７月１日頃
  10月１日頃

    12月15日頃）

四半期ごと
（３月末頃
  ６月末頃
  ９月末頃

      12月中旬頃）

調査機関 日本銀行
中小企業庁及び独立
行政法人中小企業基
盤整備機構

業況が「良い」と回答した企業の割合か
ら「悪い」と答えた割合を引いて算出す
る

－

内閣府

 

 

・国や企業が景気等についてどのように見ているのかがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜統計調査名：企業行動に関するアンケート調査：内閣府＞ 

  ・証券取引所に上場する企業や中堅・中小企業を対象として、今後の景気や需要の動向をどの 

ように見通しているかなどに関して調査したもの。 

  ・産業別、資本金規模別に国の経済成長率の見通し、予想（採算）円レート、設備投資の伸び 

率等がわかる。 

    ・調査周期：年次 

 

＜統計調査名：機械受注統計調査：内閣府＞ 

  ・電子・通信機械等の機械製造業者を対象として、設備用機械類の受注状況を調査したもの。 

  ・民間や官公庁等の需要者別の機械受注額、電子・通信機械等の機種別受注額等により、設備 

投資の動向がわかる。 

  ・調査周期：月次（実績）、四半期ごと（見通し） 

 

 

 

 

国の景気について調べる場合 

景気判断に使用されている主な調査 
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 ＜統計調査名：景気ウォッチャー調査：内閣府＞ 

  ・タクシーの運転手や飲食店経営者など景気に敏感な職業の人たちに対して、景気の現状や見 

通しについて調査したもの。 

  ・全国や地域単位（甲信越等）での現状判断 DI、２～３か月先の景気動向を示す先行き判断 DI 

がある。DI は 50 を基準として、上回れば景気が良い、下回れば景気が悪いと感じる人が多 

いことを示す。 

  ・調査周期：月次 

 

 ＜統計調査名：法人企業景気予測調査：内閣府・財務省＞ 

・企業（資本金１千万円以上）の景況判断に関する調査であり、四半期ごとに行っている。 

・前期と比較した調査時点の景気の現状や先行きの方向性（「上昇」・「下降」）について、全国 

や都道府県分の規模別・業種別の値がわかる。 

・調査周期：四半期ごと 

 

 ＜統計調査名：全国企業倒産状況：（株）東京商工リサーチ＞ 

  ・全国の企業倒産（負債総額１千万円以上）について、産業別の件数や負債総額についてまと 

めたもの。 

  ・都道府県別の倒産件数や負債総額を把握することができる。 

  ・調査周期：月次 

 

 ＜統計調査名：貿易統計：財務省＞ 

  ・日本貿易の実態について、税関に提出された輸出入申告書等をもとにまとめたもの。 

・輸出または輸入された貨物について、金額及び数量を品目別、国別に把握できる。 

・調査周期：月次 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景気判断に使用されている主な調査 
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名称 新潟県の経済動向 新潟県の金融経済動向

主にわかること

現在の新潟県経済に対する県
としての基調判断

新潟県の金融経済動向につい
ての日本銀行新潟支店の見解

概要

個人消費、生産、雇用、設備
投資などに関する指標の動き
を中心に、県内経済の概況を
簡潔に表現したもの

実体経済（公共投資、輸出、
個人消費等）や金融（預金、
貸出金、企業倒産等）に関す
る指標の動きから、県内景気
を表現したもの

景気の判断方法

新潟県が経済指標の分析等を
もとに総合的に判断する

日本銀行新潟支店が経済指標
の分析等をもとに総合的に判
断する

公表時期 毎月10日頃 毎月第二営業日

調査機関 日本銀行新潟支店

名称

主にわかること

概要

景気の判断方法

公表時期

調査機関

新潟県景気動向指数

新潟県内景気の方向性や景気
変動の大きさ

様々な経済活動での重要で敏
感な指標の動きを一つの指標
に統合することにより景気把
握や景気変動の大きさを捉え
られる

新潟県が各指数を一定の基準
にあてはめ機械的に判断する

毎月下旬頃

関東財務局新潟財務事務所

新潟県統計課

新潟県企業短期経済観測調査 新潟県の経済情勢報告

新潟県の経済情勢について新潟財務事務所
の見解

個人消費、生産活動、雇用情勢などに関す
る指標の動きを中心に、県内経済情勢を表
現したもの

新潟財務事務所が経済指標の分析やヒアリ
ング等をもとに総合的に判断する

四半期ごと
（４月下旬頃、７月下旬頃

  　10月下旬頃、１月下旬頃）

新潟県内企業の業況に関する判断

県内企業（資本金２千万円以上の企業（金
融機関を除く））に対し景況感などについ
て四半期ごとにアンケート調査した結果が
把握できる

業況が「良い」と回答した企業の割合から
「悪い」と答えた割合を引いて算出する

四半期ごと
（４月１日頃、７月１日頃

    10月１日頃、12月15日頃）

日本銀行新潟支店

 

 

・県や日本銀行などが景気等についてどのように見ているのかがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜名称：グラフで見る県内経済：第四北越リサーチ＆コンサルティング（株）＞ 

・新潟県内経済について、生産活動、個人消費、雇用などの指標の動きを分析・グラフ化するなど 

して、県内経済の概況を表現したもの。 

・機関紙「Monthly」内に掲載（ホームページ上でバックナンバーを閲覧可能）。 

・調査周期：月次 

 

 

 

 

 

 

 

新潟県の景気について調べる場合 
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統計調査名 農林業センサス 生産農業所得統計 漁業センサス

主にわかること
農産物販売額
経営耕地面積
経営体数

品目別農業産出額
生産農業所得

漁業経営体数
漁業就業者数

概要

農林業の生産構造や就業構
造、農山村地域における土
地資源など農林業・農山村
の基本構造の実態が把握で
きる

農産物の生産量及び価格に
関する諸統計等を用いて推
計したものであり、農産物
の産出額や付加価値額であ
る生産農業所得が把握でき
る

漁業の生産構造、就業構造
を明らかにし、漁村、水産
物流通・加工業等の漁業を
とりまく実態と変化を把握
することができる

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○

市町村値の有無 ○ × ○

調査周期 ５年ごと 年次 ５年ごと

調査機関 農林水産省 農林水産省 農林水産省

統計調査名 農業構造動態調査 林業経営統計調査 漁業構造動態調査

主にわかること
農林業経営体数
経営耕地面積
農産物販売額

林業経営体数
林業経営体
の経営収支

漁業経営体数
漁業就業者数

概要

農業構造の実態及びその変
化を明らかにするため、農
業生産構造、就業構造等に
関する基本的事項を把握す
ることができる

林業経営体の経営収支等の
経営実態を明らかにしたも
の

漁業構造の実態及びその変
化を明らかにするため、漁
業の生産構造、就業構造等
に関する基本的事項を把握
できる

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ × ×

市町村値の有無 × × ×

調査周期 年次
（農林業センサス実施年以外）

５年ごと 年次
（漁業センサス実施年以外）

調査機関 農林水産省

 

 

・農林水産業を営む経営体の経済活動（従業者数、事業所数等）がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産業の経済活動について調べる場合 
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統計調査名 経済センサス－活動調査 経済構造実態調査 鉱工業指数

主にわかること

製造品出荷額
（売上高）
従業者数
事業所数

製造品出荷額
従業者数
事業所数

生産活動の状況
需要動向
在庫状況

概要

全産業分野の売上金額な
どの経理項目を把握し、
事業所・企業の経済活動
を全国的及び地域別に明
らかにしたもの

経済活動の状況を明らか
にし、企業等に関する施
策の基礎資料を得ること
を目的とするもの

鉱工業製品を生産する国
内の事業所における生
産、出荷、在庫に係る諸
活動の把握ができる

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○

市町村値の有無 ○ ○ ×

調査周期 ５年ごと 年次
（経済センサス実施年を除く）

月次

調査機関 総務省、経済産業省 経済産業省 経済産業省、都道府県

統計調査名 公共工事前払金保証統計 建設工事受注動態統計調査 建設総合統計

主にわかること
公共工事請負金額
公共工事件数

民間や公共機関からの受注工
事額

民間や公共機関の建設工
事出来高

概要

前払金保証実績から公共工事
の発注動向を把握することを
目的としている

建設業者の建設工事受注動向
及び公共機関・民間等からの
受注額を把握できる

国内の建設活動を出来高
ベースで把握することを
目的としたもの

工事費 出来高

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○

市町村値の有無 × × ×

調査周期

調査機関 東日本建設業保証（株）等

請負金額

月次

国土交通省

 

 

・製造業を営む事業所の経済活動の実態がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・建設業を営む事業所の経済活動の実態がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造業の経済活動について調べる場合 

建設業の経済活動について調べる場合 
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統計調査名 建築物着工統計 住宅着工統計 建築物滅失統計調査

主にわかること
建築物の数
床面積の合計

住宅戸数
床面積の合計

滅失建築物数
滅失建築物床面積

評価額

概要

建築物の着工状況を建築
主、構造、用途等に分類し
て把握できる

着工建築物のうち、住宅の
着工状況を構造、建て方、
利用関係、資金等に分類し
て把握できる

建築物のうち老朽等により
除却される建築物の状況を
用途、構造等に分類して把
握できる

対象建築物 滅失建築物

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○

市町村値の有無 ○ ○ ×

調査周期

調査機関

月次

着工建築物

国土交通省

統計調査名 住宅・土地統計調査 法人土地・建物基本調査

主にわかること
住宅面積

住宅建築時期
空き家の数

所有面積
取得時期
利用状況

（土地：建物敷地、駐車場等
建物：工場、事務所等）

概要

住宅及び住宅以外で人が居住する建物に
関する実態並びにこれらに居住している
世帯に関する実態を調査したもの

法人業種別に土地や建物の所有状況や利
用状況等を調査したもの

国値の有無 ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○

市町村値の有無       △  ※１       △  ※２

調査周期 ５年ごと ５年ごと

調査機関 総務省 国土交通省

 

 

 

 

 

・建築物の着工状況や滅失状況がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１市、区及び人口１万５千人以上の町村が表章の対象 

※２政令指定都市、県庁所在地のみ 

 

建設業の経済活動について調べる場合 

住宅や法人建物等の状況について 

建築物の状況について 
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統計調査名
経済センサス
－活動調査

商業動態統計調査 全国百貨店売上高
チェーンストア

販売統計

主にわかること
卸売業や小売業の売
上高、事業所数

百貨店＋スーパーの
商品別売上高、店舗
数、大規模卸売店販
売額

全国百貨店商品別売
上高（雑貨、家庭用品
等）

全国の部門別販額
（食料品、衣料品等）

概要

全産業分野の売上金
額などの経理項目を
把握し、事業所・企
業の経済活動を全国
的及び地域別に明ら
かにしたもの

商業を営む事業所の
販売額等を毎月調査
することにより、商
業（卸売業、小売
業）の動向を把握す
ることができる

日本全国の百貨店の
売上高概況をまとめ
たもの。直近の百貨
店業界の最新状況を
示すもの

日本チェーンストア
協会に加盟する会員
企業の総販売額を集
計したもの

調査対象
卸・小売業を含む全
産業

商業
（卸・小売業）

全国の百貨店
日本チェーンストア
協会に加盟するスー
パーマーケット等

国値の有無 ○ ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ × ×

市町村値の有無 ○ × × ×

調査周期 ５年ごと

調査機関 総務省、経済産業省 経済産業省 日本百貨店協会
日本チェーンストア
協会

月次

 

 

・商業（卸・小売業）を営む事業所の経済活動の実態（売上高や事業所数等）がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業などの経済活動について調べる場合 
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統計調査名 消費者物価指数 新潟市消費者物価指数 企業物価指数

概要
企業間で取引される財
に関する物価の変動を
測定するもの

国値の有無 ○ × ○

都道府県値の有無 × × ×

市町村値の有無
△

(都道府県庁所在市、
政令指定都市のみ)

△
（新潟市のみ）

×

補足
指数の変化に影響を与
えた品目は全国値のみ
わかる

指数の変化に影響を与
えた主な品目までわか
る

企業間で提供される
サービスの変動は「企
業向けサービス価格指
数」による
(日本銀行作成)

調査周期

調査機関 総務省 新潟県統計課 日本銀行

全国の消費者が購入する個々の商品の価格変化を
総合したもの

月次

第１章－４ 物価・家計の状況について調べたい 

 

 

 

・世帯が購入する個々の商品、サービスの価格や、企業間で取引される財の平均的な動き（物価指   

数）などがわかる。時系列での物価の変動をみることができるほか、物価指数の上昇、下落に影   

響を与えた費目や品目を把握することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜統計調査名：小売物価統計調査（動向編）：総務省＞ 

・調査対象の各品目の小売価格やサービス料金、家賃などがわかる。 

・消費者物価指数ではわからない、調査対象市町村の各品目の価格も把握できる。 

・新潟県内では、価格調査と家賃調査については新潟市、長岡市の月次の値がわかる。 

  

 

 

＜統計調査名：小売物価統計調査（構造編）：総務省＞ 

・地域別の物価水準（消費者物価地域差指数）がわかる。 

 

消費者物価地域差指数とは 

・地域間の物価水準の違いをみることを目的としたもの。全国平均の物価水準を基準（＝100）  

として、地域別（都道府県、都道府県庁所在市、政令指定都市別など）に作成される。 

・指数が 100 を上回っている場合、全国より物価水準が高いことがわかる。 

 注意！ 通常の消費者物価指数の市町村の指数は、他市町村の数字と単純に比較はできない。 

     （各市町村の物価を当該市町村の基準年の物価と比べたものであり、それぞれ比較  

の基準が異なるため） 

物価変動について調べる場合 

個々の品目の価格の動きについては 

地域間での物価水準比較などをするには 

豆知識 
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統計調査名 家計調査 全国家計構造調査
全国単身世帯収支

実態調査
（モニター調査）

概要
対象世帯に対して、家計
の収入・支出、貯蓄・負
債などを調査したもの

対象世帯に対して、家
計における消費、所
得、資産、負債などを
調査したもの

単身世帯を対象とし
て、家計における消
費、所得、資産、負債
の実態を総合的に把握
するためのもの

対象世帯
　　　　全世帯
（学生の単身世帯や外国人
世帯等を除く）

　　　 全世帯
（学生の単身世帯や外国
人世帯等を除く）

単身世帯

対象世帯数 約9,000世帯 約90,000世帯 約2,000世帯

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 × ○ ×

市町村値の有無

△
(都道府県庁所在市、政令指

定都市、一部市町村のみ)

△
（一部市町村のみ）

×

調査周期 月次 ５年ごと ５年ごと

補足

・貯蓄、負債額は二人以
上の世帯のみ公表

・新潟県内は新潟市の
データあり

・標本数が多いため、
都道府県別や世帯類型
別など、より詳細な
データの入手が可能

・新潟県内は新潟市、
長岡市、上越市のデー
タあり

・単身世帯の状況につ
いて、全国家計構造調
査を補完するための調
査

調査機関 総務省 総務省 総務省

 

 

・家計の収入・支出・貯蓄・負債額などの状況がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜統計調査名：家計消費状況調査：総務省＞ 

・購入頻度が少ない高額商品やサービスの購入金額がわかる。 

・電子マネーの利用状況、インターネットを利用した商品・サービスの購入金額がわかる。 

 ・調査周期：月次（単身世帯の状況や、電子マネーの利用状況、インターネットを利用した購入状 
況など一部項目については四半期ごとに公表） 

 

 

 

＜統計調査名：消費動向調査：内閣府＞ 

・消費者の意識について、「今後の物価の見通し」に関する回答や、「暮らし向き」「収入の増え

方」「雇用環境」「耐久消費財の買い時判断」の４つの意識指標を総合した「消費者態度指数」

などといった数値で把握することができる。 

・調査周期：月次（耐久消費財等の保有買替状況については年次） 

家計の状況について調べる場合 

特定の商品等にかかる消費の状況については 

消費者の消費動向については 
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学校の種類 幼稚園等 義務教育等 高等学校 大学等

主にわかること

学校種別
調査項目

入園者数
収容定員数

特別支援生徒数
特別支援学級数
外国人生徒数
帰国生徒数

課程別生徒数
課程数

(全日･定時･単位)
学科別生徒数
外国人生徒数
帰国生徒数

学部数
大学院数

都道府県別入学者数
国籍別外国人学生数

進路状況 －

中学校等卒業後
高等学校
中等教育学校後期課程

高等専門学校
特別支援学校高等部

就職
など

大学
短期大学
専修学校
産業別就職者数
など

学科別卒業者数
学科別進学者数
産業別就職者数
など

国値の有無 ○ ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○ ○

市町村値の有無

園児・児童・生徒・学生数
職名別教員数・職員数

学校種別学校数
　　　　　　　　学年別学級数(大学等では学科数)

国では公表していないが、新潟県ホームページ（統計課・教育庁）で公表している

第１章－５ 「教育について調べたい」 

 

 

 

＜統計調査名：学校基本調査：文部科学省＞ 

・学校に関する基本的事項について、すべての校種に全数調査を行っている統計。 

・学校に関連するデータがわかる。 

・児童・生徒数や学校施設、教職員数などがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜統計調査名：学校保健統計調査：文部科学省＞ 

・学校における幼児、児童及び生徒の発育及び健康の状態を調査したもの。 

・各種学校における、生徒児童の健康状態について、全国、都道府県別にわかる。 

  ・身長、体重、健康状態（視力、聴力、疾病の有無等）、肥満・痩身傾向児出現率などがわかる。 

 

 

 

＜統計調査名：学校教員統計調査：文部科学省＞ 

・学校の教員構成及びに教員の個人属性、職務様態及び移動状況等を調査したもの。 

・各種学校の教職員について、年齢、勤務年数、免許状の種類、担任の有無、平均給与月額な  

どの全国値がわかる。 

児童・生徒や学校について調べる場合 

児童・生徒の健康について調べる場合 

教員について調べる場合 
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統計調査名
子どもの

学習費調査
地方教育費調査 家計調査 全国家計構造調査

保護者が１年間に支
出した子供一人当た
りの目的別の経費

地方公共団体におけ
る教育関連の支出入

学校教育費
学校給食費

学校外活動費

＜支出側＞
学校教育費
社会教育費
教育行政費
＜収入側＞

授業料

概要

保護者が、子供の学
校教育及び学校外活
動のために支出した
経費などを集計した
調査

教育行政における地
方公共団体から支出
された経費並びに授
業料等の収入につい
て行っている調査

家計の収入・支出、
貯蓄・負債などにつ
いて行っている調査

家計の収入・支出及
び貯蓄・負債、耐久
消費財，住宅・宅地
などの家計資産につ
いて行っている調査

国値の有無 ○ ○ ○ ○

都道府県値の有無 × ○ × ○

市町村値の有無 × ×
△

(都道府県庁所在市、政令指定
都市、一部市町村のみ)

△
（一部市町村のみ）

調査周期 隔年 年次 月次 ５年ごと

調査機関 文部科学省 文部科学省 総務省 総務省

授業料
教科書

学習参考教材
補習教育月謝

主にわかること

１世帯当たり１か月間の教育費

 
 
 ・教育に関連する費用がわかる。 
 ・何に、どれくらいの金額が使われたのかが、保護者、行政機関、世帯ごとにわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ・子どもの学習費調査と地方教育費調査における「学校教育費」の違い 

  〇子どもにかかる教育費と、教育行政にかかる教育費の違い 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教育関連の費用について調べる場合 

豆知識 

主な内訳 

・授業料 
・学級・児童会・生徒会費 
・PTA 会費  
・教科書・教科書以外の図書費 
・学用品費 
・教科外活動費 
・通学費 
・制服 など 

主な内訳 

＜消費的支出＞ 
・人件費 （教員給与、職員給与など） 
・教育活動費  
・管理費 （修繕費 など） 
・補助活動費 

＜資本的支出＞ 
・土地費 
・建設費 
・設備・備品費 
・図書購入費     など 

〇「子どもの学習費調査」 〇「地方教育費調査」 
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統計調査名 生命表 人口動態調査 新潟県簡易生命表

完全生命表
簡易生命表

都道府県別生命表
市町村別生命表

人口の自然動態 都道府県別生命表の補完

平均余命
平均寿命

(０歳の平均余命のこと)

死因順位別死亡数、
死亡率(人口10万対)

平均余命
平均寿命

概要

国勢調査及び人口動態調査
をもとに、各年齢の者が１
年以内に死亡する確率（死
亡率）や平均してあと何年
生きられるかという期待値
（平均余命）などを表した
もの

「戸籍法」「死産の届出
に関する規程」により届
け出られた出生、死亡、
婚姻、離婚、死産の全数
を対象として、人口の動
態をとりまとめたもの

人口動態調査と国勢調査
のデータを用いて５年
（国勢調査年次）ごとに
作成される都道府県別生
命表について、国勢調査
以外の年次を補完するた
めに作成するもの

国値の有無 ○
(完全生命表、簡易生命表)

○ ×

都道府県値の有無 ○
(都道府県生命表)

○ ○

市町村値の有無
○

(市区町村別生命表)
○ ×

調査周期
５年ごと

(簡易生命表は年次)
月次 年次

調査機関 厚生労働省 厚生労働省 県福祉保健総務課

主にわかること

第１章－６ 福祉、保健衛生の分野について調べたい 

 

 

 

・余命、病気に関することや、関連する健康意識、生活習慣の状況等についてわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民・県民の健康について調べる場合 
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統計調査名 国民生活基礎調査 国民健康・栄養調査
（新潟県)県民健康栄養実

態調査

世帯・世帯員の
健康状態
生活習慣
健康意識

世帯・世帯員の
健康状態

栄養素等摂取状況
生活習慣

新潟県民の
生活習慣

入通院の状況
身体の自覚症状
飲酒、喫煙の状況
各種健康診断の受診状況

病気等の状況
栄養素等摂取量
（塩分摂取量など）

飲酒、喫煙の状況
運動習慣

食生活の状況
(減塩の取組状況など）

飲酒・喫煙の状況
運動習慣
がん検診の受診状況

概要
保健、医療、福祉、年金、
所得等国民生活の基礎的事
項を調査したもの

国民の身体の状況、栄養
素等摂取量及び生活習慣
の状況を明らかにするた
めのもの

県民の生活習慣の状況を
把握するためのもの

国値の有無 ○ ○ ×

都道府県値の有無 ○ × ○

市町村値の有無
△

（東京都区部、
　　政令指定都市のみ）

× ×

調査周期 年次
（健康に関する事項は３年ごと）

年次 年次

調査機関 厚生労働省 厚生労働省 県健康づくり支援課

主にわかること

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民・県民の健康について調べる場合（続き） 
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統計調査名
医師・歯科医師・薬剤師

統計
衛生行政報告例 医療施設調査

主にわかること

医師、歯科医師、薬剤師数
都道府県別にみた人口10万
対医師（歯科医師/薬剤師）
数

就業医療関係者数

医療施設数
許可病床数
患者数
従事者の勤務状況
人口10万対病床数

概要

医師、歯科医師、薬剤師に
ついて性、年齢、業務の種
別、従事場所及び診療科名
等による分布を明らかにす
るためのもの

衛生関係諸法規の施行に
伴う各都道府県、指定都
市、中核市における衛生
行政の実態を把握するた
めのもの

病院及び診療所の分布・
整備の実態や、医療施設
の診療機能を把握するた
めのもの

医師
歯科医師
薬剤師

保健師
助産師
看護師、准看護師
歯科衛生士
等の就業医療関係者

病院
一般診療所
歯科診療所

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○ ○

市町村値の有無 ○ × ○

調査周期 隔年
年次

（医療従事者については隔年）
３年ごと

調査機関 厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省

把握できる
対象

医療従事者 医療施設

統計調査名
介護サービス

施設・事業所調査
介護保険事業状況

報告
国民生活基礎調査

主に施設 要介護(要支援)認定者
要介護（要支援）者のいる

世帯

介護予防サービス事業所、
居宅サービス事業所などの
施設・事業所数
従事者数
利用者数

要介護(要支援)認定者数
各種介護サービスの受給
者数・給付費
65歳以上の被保険者に占
める要介護(要支援)認定
者の割合

要介護者のいる世帯の世帯
構造の構成割合
同居の主な介護者の介護時
間
介護が必要となった原因
介護サービスの利用状況

概要

介護サービスの提供体制や
内容等を把握するため、介
護サービス提供施設、事業
所とその利用者について調
査したもの

介護保険保険者に対し
て、介護保険事業の実施
状況を調査したもの

保健、医療、福祉、年金、
所得等国民生活の基礎的事
項を調査したもの

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 ○ ○
×

(介護関係の値については無し)

市町村値の有無 ×
△

（市町村特別給付の値のみ）
×

調査周期 年次 年次
年次

（介護に関する事項は３年ごと）

調査機関 厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省

主にわかること

 

 

・医療機関や各種医療従事者などの医療体制について、数などの基本的な情報がわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・介護保険法に基づく介護施設の状況や、介護を受ける人・世帯の状況などが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療体制について調べる場合 

介護について調べる場合 
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統計調査名 全国ひとり親世帯等調査
児童養護施設入所

児童等調査
福祉行政報告例

主に分かること

母、父、養育者世帯主の
就業状況
世帯の年間収入状況
公的制度等の利用状況
児童の就労・就学状況
子どもについての悩み
子どもに関する最終進学
目標

委託（入所）児童数
委託（入所）時の家庭の
状況
児童の就学、学業状況
高等学校・大学等の進学
希望

児童相談所における相談
の種類別対応件数・児童
虐待相談対応件数
児童扶養手当の受給資格
者数

概要

全国の母子世帯、父子世
帯、養育者世帯の生活の
実態を把握するためのも
の

児童福祉法に基づいて、
里親等に委託されている
児童や、児童養護施設等
に措置されている児童な
どの実態を把握するため
のもの

社会福祉関係諸法規の施
行に伴う行政の実態を数
量的に把握するためのも
の

国値の有無 ○ ○ ○

都道府県値の有無 × × 〇

市町村値の有無 × × ×

調査周期 ５年ごと ５年ごと 月次

調査機関 こども家庭庁 こども家庭庁 　　厚生労働省　※

統計調査名 福祉行政報告例 生活のしづらさなどに関する調査

障害者福祉・支援行政 在宅の障害児・障害者等自身の状況

市町村における相談支援件数
自立支援医療における支給認定件数

障害の状況
日常生活の支障の状況
収入の状況
障害福祉サービスの利用状況
障害福祉サービス等の希望

概要
社会福祉関係諸法規の施行に伴う行
政の実態を数量的に把握するための
もの

在宅の障害児・障害者等の生活実態
とニーズを把握するためのもの

国値の有無 ○ ○

都道府県値の有無 ○ ×

市町村値の有無
△

（政令指定都市、中核市のみ）
×

調査周期 月次 ５年ごと

調査機関 厚生労働省 厚生労働省

主にわかること

 

 

・児童のいる世帯や児童自身の状況などがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※児童福祉関係の調査は、令和７年度実績分からこども家庭庁に移管予定 

 

 

 

・障害者福祉に関して、行政の状況や、障害者自身の状況などがわかる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉について調べる場合 

障害者福祉について調べる場合 
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＜統計調査名：被保護者調査：厚生労働省＞ 

・受給世帯数や受給者数などの基本情報のほか、受給世帯や世帯員の状況（性別、年齢、就労状   
況、傷病状況）などがわかる。 

・生活保護を受給している全ての世帯が対象（全数調査）。 
・調査周期：月次 

 

 

 

＜統計調査名：社会福祉施設等調査：厚生労働省＞ 

・児童福祉施設や、老人福祉施設、障害者支援施設などの社会福祉施設数、定員、在所者数、常

勤換算従業者数などの基本的な情報がわかる。 

・都道府県値、市町村値あり。 

・調査周期：年次 

 

 

 

＜統計調査名：新潟県福祉保健年報：新潟県福祉保健部＞ 

・保健統計、福祉・保健・衛生行政実績を集計収録したもの。 

・人口動態、地域福祉、生活保護などの項目ごとに分類されており、データによっては保健所別、   

市町村別の数値も掲載されている。 

 ・公表周期：年次 

新潟県の福祉、保健衛生関係全般のデータを知りたい場合は 

その他の統計 

生活保護の受給状況については 

社会福祉施設等の状況については 
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第２章 

 

「やさしい分析教室」 
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100 100 95 90 90 85 70 65 50 50 50 50 45 40 35

第２章－１  様々なデータの特徴を把握したい 

 

 ３年１組の国語のテスト結果の特徴をつかみたい         

３年１組の国語のテストの点数 

国語のテストの点数一覧 

70 50 100 45 35 

90 90 65 50 50 

85 50 40 100 95 

 

 

１ 集合データの特徴を表す数値（代表値）の種類 

〇平均値：各データを足し合わせて、データの数で割った数値。 

全ての値を使用して計算するため、全データを踏まえた特徴を知ることができる。

単純平均、算術平均ともいう。 

  

 

 

 

〇中央値：データを小さい（大きい）順番に並べ、ちょうど中央に位置する数値。 

 

 

 

   

〇最頻値：データの中で最も頻繁に出現する数値。 

 

 

 

 

２ 集合データの特徴を表す数値（代表値）の選び方 

代表値は、一般的には以下の手順で選ぶのがよいとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜選択の手順＞ 

①「平均値」と「中央値」を比較する。 

  ⇒大きくずれていなければ「平均値」を採用  

⇒大きくずれていれば②へ 

②「中央値」と「最頻値」を比較する。 

  ⇒どちらが適切か検討  より適切なものを選択 

  ⇒どれをとっても一長一短がある場合 ③へ 

③データの特徴を 1 つの数値で示していいかを検討する。   

⇒代表値を使わないという選択もありうる 

【計算式】  平均値  ＝ （データの合計） ÷ （データの数） 

（70＋50＋100……＋100＋95）÷ 15 ＝ 67.7   平均… 67.7 点 

【Excel の場合】 AVERAGE 関数 

 
※データの数が偶数の場合は、中央２つのデータを足して２で割ると中央値となる。 

【Excel の場合】 MEDIAN 関数 

100 100 95 90 90 85 70 65 50 50 50 50 45 40 35

 

 最も数が多いのは４個ある 50 点なので、最頻値は 50点となる。 

【Excel の場合】 MODE 関数 

例えば 

分析の仕方 
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（％）

100 100 200 300 400 500 600 700 800 900

万 万

円 ～～～～～～～～～ ～ ～ 円

未 以

満 200 300 400 500 600 700 800 900 1000 上

資料：総務省「家計調査」

4000

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

2500 3000

3000 4000

～～～～～～

1200 1400 1800 2000 2500

1000 1200 1400 1600 1800 2000

12.0

1600

0.0

＜中央値＞
（ちょうど真ん中の数値は）

「947万円」

＜最頻値＞
（最も多くの世帯が

属する区間は）

「100万円未満」

＜平均値＞

「1579万円」

 

 

 ①それぞれの代表値を算出する。 

  平均値  67.7 点   中央値  65 点   最頻値  50 点 

②選択手順に沿って、１組の国語のテスト結果の特徴を表す数値（代表値）を選出する。 

３年１組の国語のテスト結果の「平均値」と「中央値」を比較する。 

⇒平均値 67.7 点と中央値 65 点を比較すると、大きくずれていない（差 2.7 点） 

⇒平均値が３年 1 組の国語のテスト結果の特徴を表す数値（代表値）として適切 

  

    ３年１組の国語のテスト結果の特徴を表す数値は、平均値の 67.7 点である。 

  

 

  ＜代表値の選択が必要な例＞ 

    以下の場合は代表値の選択について、検討が必要である。 

   ①極端な数値（外れ値）がある場合 

        あるグループの年収をみてみると以下のようになっていた。５人の平均年収を 

算出してみると…… 

        

      280 万  350 万  480 万  540 万 13000 万 ⇒  

 

最頻値がないため、平均値と中央値を比べると… 

    平均値 ⇒ 3000 万が平均値を引き上げているため、５人中４人が平均値以下。 

    中央値 ⇒ 3000 万以外の４人の金額に近い。 

      

     代表値を設定するならば、中央値の方がより実情に近いと考えられる。 

 

②データの分布が偏っている場合 

     令和６年度の勤労者世帯の貯蓄額の代表値を検討する場合… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 勤労者世帯貯蓄額の分布 

分析結果からわかること 

例えば 

平均値 930 万円 

中央値 480 万円 

最頻値 なし  

例えば 

いずれの数値も、大きく離れている

ため、全体の特徴として一つを選択

しにくい。 

このような場合は、説明内容や、目 

的に合うものを選択する、または、 

代表値を設定しないことを検討する 

必要がある。 
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x1w1 + x2w2  + x3w3 +…+ xnwn

w1 + w2 + w3 +…+ wn

   ＜知っておくとよい平均の算出方法＞ 

 

平均の算出方法にはいくつか種類があり、単純平均ではデータの特徴を表しきれない場合は、 

ほかの方法を検討する必要がある。 

 

    ①人数や数量などの違い（ウエイト）を反映させた平均を知りたい（加重平均） 

 

  （例）A 中学の生徒 20 人の平均点は 70 点、B 中学の生徒 30 人の平均点は 90 点、 

中学生全体の平均点は？ 

 

 

 

 

●上記の単純平均では、Ａ中学とＢ中学の生徒数の違いを反映していないため、中学生全体の  

正確な平均点とはいえない。 

 

 

 

各クラスの人数をウエイトとして付加し、人数の違いを反映させる加重平均を用いる。 

 

加重平均 ＝ 各データのウエイト（重み）を加味して計算する平均値 

 ※この場合は、各中学の生徒数がウエイト（重み）となる 

 

   データ（ｘ）がｎ個、それぞれの重み（ｗ）もｎ個分あるとしたら… 

 

【計算式】 加重平均 ＝ 

 

 

 

 

各中学の生徒数をウエイト（重み）として加重平均の式に当てはめてみると… 

 

 

 

 
 

Ａ中学とＢ中学の生徒数の差が反映された結果、全体の平均点は 82 点であった。 

 

 

 

 

単純平均の場合 

加重平均の場合 

＝ 80点
70(点)＋90(点)

2

20(人)＋30(人)
＝ 82点

70(点)×20(人)＋90(点)×30(人)

参考 

例えば 

では、どうするか？ 

計算結果 
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【Excel の場合】 GEOMEAN 関数 

(100＋116)＋(100＋50)

2
 － 100 ＝ 83％

 

②増減率の平均を知りたい（幾何平均）  

    

（例）（株）統計商事の１年目の売上は 1000 万、２年目は 2160 万、３年目は 3240 万で 

あった。統計商事における 3 年間の売上増減率の平均は？ 

 

 売上増減率   １→２年目（＋116％）、 ２→３年目（＋50％） 

 

 

単純平均の場合  

 

 

＜検証してみると…＞ 

     （１年目）     （２年目）         （３年目） 

単純平均  1000 万  × (100 ＋ 83)％  × (100 ＋ 83)％  ＝ 3348.9 万  

 

●上記の単純平均では、３年目の売上である3240万と一致しないことから、増減率の平均は 

単純平均では算出できないことがわかる 

 

 

 

増減率の平均を算出する場合は、幾何平均を用いる。 

 

幾何平均 ＝ データを全てかけ合わせて、データ数の累乗根をとった値 

 

データ（ｘ）がｎ個あったとしたら… 

【計算式】 幾何平均 ＝ □ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ
ｎ

 

 

 

 

  売上増減率を幾何平均の式に当てはめてみると… 

 

幾何平均の場合 

 

   ＜検証してみると…＞ 

（１年目）     （２年目）           （３年目）   

幾何平均  1000 万  × (100 ＋ 80)％   × (100 ＋ 80)％   ＝ 3240 万  

 

  幾何平均で算出した数値は、3240万と一致することから、 

統計商事の売上増減率の平均は80％である。 

√2.5 × 1.6□
           － 100 ＝ 80％ (100+116)×(100+50) 

例えば 

では、どうするか？ 

x1 ×　x2　× x3　×…× xn

計算結果 
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面接官① 面接官② 面接官③ 面接官④ 面接官⑤ 平均値

Ａさん 4 4 3 2 5 3.6

Ｂさん 3 4 3 4 4 3.6

Ｃさん 5 4 2 3 1 3.0

面接官① 面接官② 面接官③ 面接官④ 面接官⑤ 平均値 標準偏差

Ａさん 4 4 3 2 5 3.6 1.020

Ｂさん 3 4 3 4 4 3.6 0.490

Ｃさん 5 4 2 3 1 3.0 1.414

第２章－２ 平均値が同じデータを比べて評価したい 

 

 

 

  面接を行った３名の中から採用者１名を決めたい 

  採用基準は平均値３以上とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

    標準偏差：平均値だけでは把握できない数字のばらつき度合いを示す数値 

       数字が大きいほどばらつき度合いが大きいことを示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計算式】 標準偏差 sを求める式 

       S = □1n□(□□ − □̅)□□

□□□
 

      （ｎはデータの総数、ｘiは個々の数値、ｘ
＿

は平均値） 

  Ｂさんの標準偏差を求める場合 

□１／５ × □(３−３.６)□ +⋯＋(４−３.６)□□＝０．４９０ 

 

 【Excel の場合】 STDEVP 関数 

 

例えば 

分析の仕方 
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面接官の平均点は同じ点数であったＡさんとＢさんのうちどちらを採用するか検討した結果、 

全面接官から安定して良い評価が得られているＢさんを採用する。 

（※すべての採用基準に当てはまるわけではないので目安の１つとしてください） 

 

平均値と標準偏差の値を活用するだけで客観的にどの者を採用した方が良いのか明らかに 

できる。平均値は外れ値（極端な値）に引っ張られやすくばらつき具合がつかめないことが 

多いことから、データのばらつき具合がわかる標準偏差も併せて使用する。 

 

 

                      

                       

                      

                   

                  

  

 

 

 

 

 

 

 

平均値 

標準偏差 

●Ｂさん（平均 3.6、標準偏差 0.490） 

標準偏差が 0.490 とＡさんに比べると小さい 

つまり、安定して良い評価が得られている。 

 

○Ａさん（平均 3.6、標準偏差 1.020） 

標準偏差が 1.020 とＢさんに比べると大きい 

つまり、面接官の評価にばらつきがある 

 

▲Ｃさん（平均 3.0、標準偏差 1.414） 

他の２人と比べて平均値が低いので不採用 

 

採用エリア 

Ｂさん Ａさん 

Ｃさん 

分析結果からわかること 
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新潟 群馬 富山 長野 全国

全産業（公務を除く） 4,228,160 4,321,477 2,233,664 4,008,061 336,259,518

農林漁業 50,934 29,152 17,423 39,333 1,190,189

鉱業，採石業，砂利採取業 9,944 1,166 969 1,593 329,165

建設業 497,791 324,602 227,963 351,924 23,576,836

製造業 1,012,756 1,487,703 701,193 1,275,201 55,128,019

電気・ガス・熱供給・水道業 76,106 50,808 30,338 69,543 3,849,527

情報通信業 78,046 57,283 58,161 77,498 20,125,383

運輸業，郵便業 196,393 201,013 96,126 147,731 12,860,297

卸売業，小売業 822,683 759,305 370,004 693,757 54,340,918

金融業，保険業 179,464 167,681 94,290 185,918 18,170,705

不動産業，物品賃貸業 82,278 73,735 46,403 84,035 12,049,766

学術研究，専門・技術サービス業 133,403 180,173 80,212 109,286 22,322,110

宿泊業，飲食サービス業 109,006 95,467 50,863 136,402 6,668,695

生活関連サービス業，娯楽業 77,480 70,414 36,217 72,288 5,084,015

教育，学習支援業 95,567 88,833 47,619 58,028 7,057,317

医療，福祉 533,502 494,152 242,393 448,393 72,758,554

複合サービス事業 63,476 31,003 24,092 64,992 2,384,648

サービス業（他に分類されないもの） 209,332 208,987 109,397 192,138 18,363,375

産業大分類
付加価値額(百万円)

0.4

1.2

0.1

0.2

7.0

11.8

16.4

24.0

6.0

1.8

3.8

4.6

16.2

19.5

6.6

3.2

2.0

2.6

21.6

12.6

19.9

18.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新潟県と全国の構成比（付加価値額）
農林漁業

鉱業

建設

製造業

情報通信業

運輸，郵便

卸売，小売業

学術研究

宿泊，飲食

医療，福祉

その他

全国

新潟県

第２章－３  全国や他県と比べた新潟県の特徴が知りたい 

 

全国や他県と比較した本県産業の特徴をとらえたい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              資料：経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」 

 

〇構成比：全体に占めるそれぞれの内訳の割合 

 

 

 

付加価値額のデータからでは、本県の産業構造の特徴がわかりにくいことに加え、規模が    

異なる全国値と比較することも難しい。しかし、構成比は絶対量ではなく、トータルを 100 

にした相対量であるため、規模の大小にかかわらず、対等に比較することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （注）今回の例では凡例にある産業以外は「その他」としてまとめている。 

 

 

 

 

【計算式】  構成比 ＝ 内訳の値 ÷ 全体の値 × 100 

例）新潟県製造業の構成比 ＝ 1,012,756 ÷ 4,228,160 × 100 ＝ 24.0（％） 

本県は製造業、建設業などの２次産業の割合が高い。一方、全国では情報通信業をはじ

め、医療、福祉などの割合が、本県よりも高くなっていることがわかる。 

例えば 

分析の仕方① 

分析結果からわかること 
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新潟 群馬 富山 長野 全国 新潟 群馬 富山 長野

農林漁業 1.2 0.7 0.8 1.0 0.4 3.4 1.9 2.2 2.8

鉱業，採石業，砂利採取業 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1 2.4 0.3 0.4 0.4

建設業 11.8 7.5 10.2 8.8 7.0 1.7 1.1 1.5 1.3

製造業 24.0 34.4 31.4 31.8 16.4 1.5 2.1 1.9 1.9

電気・ガス・熱供給・水道業 1.8 1.2 1.4 1.7 1.1 1.6 1.0 1.2 1.5

情報通信業 1.8 1.3 2.6 1.9 6.0 0.3 0.2 0.4 0.3

運輸業，郵便業 4.6 4.7 4.3 3.7 3.8 1.2 1.2 1.1 1.0

卸売業，小売業 19.5 17.6 16.6 17.3 16.2 1.2 1.1 1.0 1.1

金融業，保険業 4.2 3.9 4.2 4.6 5.4 0.8 0.7 0.8 0.9

不動産業，物品賃貸業 1.9 1.7 2.1 2.1 3.6 0.5 0.5 0.6 0.6
学術研究，専門・技術サービス業 3.2 4.2 3.6 2.7 6.6 0.5 0.6 0.5 0.4

宿泊業，飲食サービス業 2.6 2.2 2.3 3.4 2.0 1.3 1.1 1.1 1.7

生活関連サービス業，娯楽業 1.8 1.6 1.6 1.8 1.5 1.2 1.1 1.1 1.2

教育，学習支援業 2.3 2.1 2.1 1.4 2.1 1.1 1.0 1.0 0.7

医療，福祉 12.6 11.4 10.9 11.2 21.6 0.6 0.5 0.5 0.5

複合サービス事業 1.5 0.7 1.1 1.6 0.7 2.1 1.0 1.5 2.3
サービス業（他に分類されないもの） 5.0 4.8 4.9 4.8 5.5 0.9 0.9 0.9 0.9

⇒

2.4 

1.7 

1.5 

1.6 

0.3 

1.2 

1.2 
0.8 

0.5 

0.5 1.3 

1.2 

1.1 
0.6 

2.1 
0.9 

農林漁業
鉱業

建設

製造業

電気・ガス・水道

情報通信

運輸・郵便

卸売・小売
金融・保険不動産

学術研究

宿泊・飲食

生活関連サービス

教育・学習支援

医療・福祉

複合サービス

サービス業

新潟

1.9 

0.3 
1.1 2.1 

1.0 
0.2 

1.2 

1.1 0.7 0.5 0.6 1.1 

1.1 

1.0 
0.5 

1.0 
0.9 

農林漁業

鉱業

建設

製造業

電気・ガス・水道

情報通信

運輸・郵便

卸売・小売
金融・保険不動産

学術研究

宿泊・飲食

生活関連サービス

教育・学習支援

医療・福祉

複合サービス

サービス業

群馬

2.2 

0.4 
1.5 

1.9 

1.2 
0.4 

1.1 
1.0 0.8 0.6 

0.5 1.1 

1.1 

1.0 
0.5 

1.5 
0.9 

農林漁業

鉱業

建設

製造業

電気・ガス・水道

情報通信

運輸・郵便

卸売・小売
金融・保険不動産

学術研究

宿泊・飲食

生活関連サービス

教育・学習支援

医療・福祉

複合サービス

サービス業

富山

2.8 

0.4 
1.3 

1.9 

1.5 
0.3 

1.0 

1.1 
0.9 0.6 

0.4 

1.7 

1.2 

0.7 

0.5 

2.3 

0.9 

農林漁業

鉱業

建設

製造業

電気・ガス・水道

情報通信

運輸・郵便

卸売・小売
金融・保険不動産

学術研究

宿泊・飲食

生活関連サービス

教育・学習支援

医療・福祉

複合サービス

サービス業

長野

 

〇特化係数：全国の構成比を基準（＝1.0）として、比較したい地域の構成比が全国平均と比べて

どのくらい偏っているのかを表した値。特化係数が１より大きい産業は、全国と比

べて特化しているといえる。 

 

 

 

産業別付加価値額構成比               特化係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・特化係数は Excel のグラフツールを使用してレーダーチャートにすると、特徴を 

捉えやすく、比較も容易になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新潟県は、農林漁業の特化係数が最も高く、次いで鉱業、採石業、砂利採取業となって

いる。 

・新潟県の農林漁業及び建設業は、特化係数、構成比ともに他の３県よりも高い。一方、

本県で最も構成比の高い製造業は、他の３県に比べると、特化係数が低く、近隣県ほど

製造業に付加価値額が集中していない。 

【計算式】  特化係数 ＝  地域や各県の構成比 ÷ 全国の構成比 

例） 新潟県製造業の特化係数    24.0  ÷  16.4  ＝ 1.5 

3.4 

分析の仕方② 

分析結果からわかること 
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令和４年 令和５年 令和６年

1月 287,801 301,647 289,466

2月 257,887 272,214 279,868

3月 307,260 312,759 318,712

4月 304,510 303,076 313,300

5月 287,687 286,443 290,328

6月 276,885 275,545 280,888

7月 285,313 281,735 290,931

8月 289,974 293,161 297,487

9月 280,999 282,969 287,962

10月 298,007 301,974 305,819

11月 285,946 286,922 295,518

12月 328,113 329,518 352,634

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

370,000

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

R4 R5 R6

（円）

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

108.0

110.0

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

R4 R5 R6

（％）

第２章－４ 変動の大きな時系列データの傾向を把握したい 

 

家計の消費傾向を把握するため、総務省「家計調査」（全国の二人以上世帯の消費支 

出）の時系列データをグラフ化したところ、月々の変動が大きいことが分かった。この 

ような変動が大きい統計データについて傾向を把握する方法を知りたい。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対前年同月（期）比…当該年の当月数値を前年の同月（期）値と比較するもの。季節的な変動 

を取り除く一般的な方法として利用されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  令和４年９月から増加幅が縮小傾向にあ 

ったが、令和５年８月以降は増加幅が拡大 

傾向にあることがわかる。 

 

【留意事項】  

・前年データの動き（要因）にも影響を受け  

る。（外出自粛や災害が発生した場合など）  

・前月比と比べると、タイムラグがあるた 

め、短期的な変化を把握するのは難しい。 

資料：総務省「家計調査」 

例えば 

【計算式】対前年同月（期）比＝（当該年の当月（期）値）÷（前年の同月（期）値）×100 

     （前年の同月（期）を 100 としたとき今年の同月（期）の値） 

 

       令和５年１月における全国の二人以上世帯の消費支出に関する対前年同月比を 

求める場合 

     （令和５年１月値÷令和４年１月値）×100 

301,647÷287,801×100＝対前年同月比 104.8％ 

分析の仕方① 

分析結果からわかること① 

全 国 の 二 人 以 上 世 帯 の 消 費 支 出 の 動 き 

全国の二人以上世帯の消費支出 

（対前年同月比の推移） 

全国の二人以上世帯の消費支出の時系列データ （円）  

例えば 
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1月 2月 3月 4月

令和４年 287,801 257,887 307,260 304,510

270,000

280,000

290,000

300,000

310,000

320,000

330,000

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

R4 R5 R6

（円）

 

 

移動平均…時系列データについて、一定区間（月次データであれば、その月を含む３か月な 

ど）を設定し、その区間内における平均値（※）を移動させながら（月次データ 

であれば月をずらしながら）計算することにより、データのトレンドを把握する 

ための手法。大まかな傾向をつかむために利用されている。 

※区間内平均値の取り方の例 

①後方移動平均  ：ある値とそれ以前の値の平均をとる 

②中心化移動平均：ある値とその前後の値の平均をとる 

              

  【計算式】 

  （例）令和４年３月における全国の二人以上世帯の消費支出に関する移動平均を求めたい。 

   ①３か月後方移動平均の場合 

（３月とその前月、前々月である１月と２月の平均） 

   （287,801＋257,887＋307,260）÷３＝284,316 

   ②３か月中心化移動平均の場合 

（３月とその前後である２月と４月の平均） 

   （257,887＋307,260＋304,510）÷３＝289,886 

 

 

 

 

 

 

令和４年９月以降は、増減を 

繰り返しながらも、おおむね増加 

傾向にあることがわかる。 

 

【留意事項】 

・移動平均の対象期間を長くしすぎ 

ると、月ごとの情報が読み取りに 

くくなる。（傾向がつかめる程度の 

期間を設定した方が良い） 

 

 

 

時系列データは季節変化や社会的慣習（ゴールデンウィーク、年末年始等）などにより、定期 

的な変動を繰り返している場合があるが、このような定期的な変動を取り除くことを季節調整と 

いう。季節調整の方法は対前年同月（期）比、移動平均がある。また、季節調整を行った上で公 

表されているデータ（鉱工業指数、消費者物価指数など）もあり、それらはアメリカ商務省セン 

サス局が開発したセンサス局法（X-12-ARIMA）という手法を用いている。 

参考 季節調整 

分析の仕方② 

分析結果からわかること② 全国の二人以上世帯の消費支出 

（６か月中心化移動平均の推移） 
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【計算式】変化率＝（当年度値－前年度値）÷前年度値×100 

    令和４年度の県内総生産は 9 兆 428 億 91 百万円で前年度と比べて 0.4％増加した。令

和４年度県内総生産の前年度変化率を求める場合 

（R4 年度県内総生産）     （R3 年度県内総生産）    （R3 年度県内総生産） 

（ 9,042,891   －    9,006,580   ）÷  9,006,580  ×100 ＝ 0.4％ 

【計算式】寄与度＝（内訳の期末の値－内訳の期首の値）÷全体の期首の値×100 

令和４年度の県内総生産が前年度と比べて 0.4％増加した要因のうち、農林水産 

業は 0.1％寄与した。 

⇒寄与度とは、例の場合だと「農林水産業は県内総生産（全体）を 0.1％増加させ 

た」ことを指す。 

令和４年度における農林水産業の寄与度を求める場合 

     （R4 年度農林水産業）    （R3 年度農林水産業）    （R3 年度県内総生産） 

（  140,919   －   136,400  ）÷      9,006,580   ×100  ＝ 0.1％ 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

農林水産業 164,058 150,321 134,997 140,032 166,004 164,339 161,222 155,234 155,953 136,400 140,919

鉱業 93,193 100,839 105,964 82,070 73,997 83,514 85,024 77,674 62,156 75,921 115,258

製造業 1,737,262 1,717,528 1,778,331 1,937,494 1,924,828 2,034,236 2,090,120 2,005,151 1,993,441 2,096,027 2,031,958

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 330,950 389,844 420,607 458,000 442,154 457,214 451,360 443,681 420,925 342,451 240,951

建設業 577,459 635,932 520,761 550,560 629,162 599,268 607,951 565,817 577,753 600,707 572,443

卸売・小売業 940,646 992,196 979,867 990,716 984,412 1,018,263 1,013,579 1,009,462 943,102 992,008 1,044,742

運輸・郵便業 428,532 431,669 454,709 459,070 436,806 449,525 449,199 455,889 379,071 411,859 409,226

宿泊・飲食サービス業 203,243 214,644 216,195 215,946 235,079 237,665 235,098 215,272 123,298 109,996 153,570

情報通信業 239,590 243,726 243,297 250,372 253,448 247,763 247,531 240,411 245,636 238,401 230,515

金融・保険業 295,123 306,559 299,238 303,458 292,368 284,311 296,542 297,389 277,515 284,244 307,382

不動産業 1,108,989 1,113,844 1,121,534 1,126,583 1,126,308 1,141,833 1,142,615 1,149,165 1,156,833 1,149,885 1,141,667

保健衛生・社会事業 760,931 775,802 775,884 819,571 839,004 832,673 836,703 850,255 851,771 865,314 874,929

その他 1,712,272 1,707,103 1,711,658 1,718,200 1,692,208 1,715,995 1,716,568 1,696,187 1,648,785 1,703,367 1,779,331

県内総生産 8,592,248 8,780,007 8,763,042 9,052,072 9,095,778 9,266,599 9,333,512 9,161,587 8,836,239 9,006,580 9,042,891

第２章－５ 時系列データの推移や増減理由を把握したい 

 

県内総生産（新潟県の GDP）[名目]について、平成 24 年度からの増減の推移 

と増減に影響を与えた産業について知りたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 変化率（増減率）：基準とする数値がある数値と比べて、どれくらいの割合で増減しているの 

かわかる。 

   

 

   

 

 

 

 

２ 寄与度：全体の数値が前年（期）から増減した要因を把握する場合、その内訳が全体の数値 

をどれくらいの割合で増減させているのかがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）「その他」には、「専門・科学技術、業務支援サービス業」「公務」「教育」「その他のサービス」「輸入費に課される税・関税」 

「（控除）総資本形成にかかる消費税」が含まれている 

資料：県統計課「令和４年度 新潟県県民経済計算」 

単位：百万円 

例えば 

分析の仕方 

例えば 

例えば 



- 37 - 
 

令和４年度の県内総生産（0.4％増加）に寄

与した産業をみると、その他が最も増加に寄与

しており（0.8％増加）、卸売・小売業（0.6％

増加）や宿泊・飲食サービス業（0.5％増加）

なども増加に寄与していることがわかる。 

一方、電気・ガス・水道・廃棄物処理業

（1.1％減少）、製造業（0.7％減少）などは減

少に寄与していることがわかる。 

  県内総生産の対前年度増減率をみると、新型コロナウイルス感染症の影響等から、令和

元年度から令和２年度にかけて大きく減少し、令和３年度から持ち直したことがわかる。 

2.2%

-0.2%

3.3%

0.5%

1.9%

0.7%

-1.8%

-3.6%

1.9%

0.4%

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

県内総生産の対前年度増減率と増減に寄与した産業

農林水産業 鉱業

製造業 電気・ガス・水道・廃棄物処理業

建設業 卸売・小売業

運輸・郵便業 宿泊・飲食サービス業

情報通信業 金融・保険業

不動産業 保健衛生・社会事業

その他 県内総生産の変化率

産業 寄与度

農林水産業 0.1

鉱業 0.4

製造業 -0.7

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 -1.1

建設業 -0.3

卸売・小売業 0.6

運輸・郵便業 0.0

宿泊・飲食サービス業 0.5

情報通信業 -0.1

金融・保険業 0.3

不動産業 -0.1

保健衛生・社会事業 0.1

その他 0.8

県内総生産の変化率 0.4

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内総生産の 
対前年度増減率 

分析結果からわかること 

令和４年度県内総生産の対前年度変化率と産業別寄与度 

（年度） 

（％） 

変化率（増減率） 

寄与度 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

1,140,840 1,129,554 1,118,268 1,106,982 1,095,696 1,084,410 1,073,124 1,061,838 1,050,552 1,039,266

 

   

 

   

   ５年に１回の国勢調査（就業状態等基本集計）において県内就業者総数は、平成 27 年は 

1,140,840 人、令和２年は 1,084,410 人であった。 

当該調査が行われていない年の値について、推計する方法を知りたい。 

 

 

 

補間と補外…調査年以外の年の数値を、調査年数値から推計すること。 

               補間                補外 

前回調査年 ● ● ● ● 直近調査年 ○ ○ ○ ○ 

（例）H27 年   28  29  30  R1    R2 年   3  4  5  6 

  1,140,840 人       1,084,410 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   平成 27 年から令和２年のトレンドが続くと仮定して推計した結果、平成 27年以降、毎年 

11,286 人ずつ減少する傾向となる。 

 

 

 

 

   

【留意事項】 

補間・補外による推計は、平成 27年から令和２年のトレンドが続くものと仮定している 

   ので、その間に実際に発生した経済や社会等の動き（各年の増減）は反映されていないこと 

に注意。 

 

【計算式】 

○補間と補外（n 年の値を求める場合） 

（直近調査年の値－前回調査年の値）÷（直近年－前回年）＋（n－１）年の値 

 ・補間推計の例 

  H28 年の就業者数を推計する場合 

  （1,084,410－1,140,841）÷（32－27）＋1,140,840＝1,129,554 人 

 ・補外推計の例            ※計算の都合上、R2 を H32 として扱っている 

  R3 年の就業者数を推計する場合 

  （1,084,410－1,140,841）÷（32－27）＋1,084,410＝1,073,124 人 

 

補間 補外 

例えば 

推計の仕方 

推計結果からわかること 

時系列データ利活用についての参考 
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(表1)新潟県の出生数と婚姻数の推移

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

婚姻数（件） 10,278 10,219 9,965 9,955 9,437 9,312 8,916 8,612 8,742 7,570 7,088 6,823 6,262 6,352

出生数（人） 17,667 17,476 17,066 16,480 16,340 15,737 14,967 14,509 13,640 12,981 12,608 11,732 10,916 9,941

資料：新潟県福祉保健部 「令和６年人口動態統計（確定数）の概況（新潟県版）」

第２章－６ 異なるデータの関係性を客観的に把握したい 

 

     新潟県の人口動態について調べたところ、婚姻数と出生数の間には一方が増えると他   

方も増えるという関係があることがみてとれた。 

 
 
 
 

例①両者について客観的に関係性を検証できないか？ 

例②両者に関係性があると言えるとき、婚姻数が 12,000 件に増加したときの出生数を予測

したい。 

 

 

   

○相関分析（例①の分析） 

相関：２つの変数の間に（直線的な）関係がある（※）かどうかのこと。 

※一方が増えると他方も増える、一方が減ると他方も減るといった関係 

   （例）身長と体重、所得と消費額 

      関係の強さを「相関係数」で検証することができる。 

   

      散布図の作成：散布図では、視覚的に２つのデータの関係性をみることができる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     相関係数の検証：相関係数では、データ同士の関係性の強さを数値でみることができる 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 （相関の強さの目安の絶対的な基準はないが、参考として下記の表のような見方がある）
相関係数の絶対値 相関の強さの目安

0.7～ 強い相関
0.4～0.7 中程度の相関
0.2～0.4 弱い相関

～0.2 ほとんど無相関
※相関係数がプラスであれば正の相関、マイナスであれば負の相関となる。

●データの見方（相関係数）

　　絶対値が１に近いほど、数値の関係がある（相関がある）と解釈できる。

例えば 

分析の仕方 

手順１ 

 ●データの見方（散布図）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ある（相関がある）と解釈できる

「相関なし（無相関）」「正の相関あり」 「負の相関あり」

データの分布状況により、おおむね以下のようなことがいえる。

手順２ 
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（表２）エクセルの分析ツールによる相関分析結果
婚姻数(件) 出生数(人)

婚姻数(件) 1
出生数(人) 0.98186834 1

相関係数

 

 

 

 

表１のデータを使用して散布図を作成すると以下のようになる。 

      データの分布状況から、婚姻数と出生数の間には正の相関があるとみられる。 

        

 
 

 表１のデータから、エクセルの分析ツールを使用して相関係数を求める（※）と、以下の    

ようになる。（※第２章－８「エクセル分析ツールの使い方」参照） 

   相関係数は約 0.98 となり、0.7 を超えるため、強い正の相関があると考えられる。 

 

 

 

 

  

⇒分析結果１、２より、婚姻数と出生数の間には強い正の相関があることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

出生数（人）

婚姻数（件）

（図１）散布図 （新潟県の婚姻数と出生数の関係）

分析結果からわかること 

分析結果１ 

分析結果２ 
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※相関をみる際の注意点 

○擬似相関に注意 

 ･･･擬似相関とは、データ同士に直接の相関性がないのに、別の要因の影響などにより、見か

け上は相関関係があるようにみえる（相関係数の絶対値が高く出る）こと。 
 （例）所得と健康満足度に負の相関係数が大きく出た。所得が高い人ほど健康状態が悪い？ 
    ⇒この関係の間には、他の要因（年齢）の影響がある可能性がある。 
      
 
 
 
 
 
 
    ･･･ 一般的には、年齢が上がる→所得が上がる 

年齢が上がる→健康満足度が下がる という傾向があるとみられる 
→「所得」と「年齢」、「健康満足度」と「年齢」の間に相関関係がみられた場合、

「所得」と「健康満足度」の間の関係は擬似相関の可能性がある 
 

 ⇒所得と健康満足度の間の相関関係を調べるためには、他の要因（年齢）を除去して考え

る必要がある。（△歳のときの所得と健康満足度の関係、とするなど） 
 

 

○相関係数は外れ値に影響される。また、直線的な関係以外は関係性を数値化できない。 

  
 
 
                        
 
 
 
  
･･･例②、③のような場合、相関係数のみをみると、ほとんど無相関と考えられる。 

しかし、散布図を作成すると何らかの関係性がありそうにみえる。 
  ⇒このため、分析手順１のように、まず散布図を作り、２つのデータの関係を確認すること 

も重要となる。 

 

 

① ② ③

相関係数ｒ＝0.8 ｒ＝0.2 r=0.05
※例①～③の相関係数の値は仮の値

外れ値
外れ値が発生した原因を

調べることも有用 

所得 健康満足度

相関関係？

？

年齢
相関関係相関関係
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(表1)新潟県の出生数と婚姻数の推移

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

婚姻数（件） 10,278 10,219 9,965 9,955 9,437 9,312 8,916 8,612 8,742 7,570 7,088 6,823 6,262 6,352

出生数（人） 17,667 17,476 17,066 16,480 16,340 15,737 14,967 14,509 13,640 12,981 12,608 11,732 10,916 9,941

資料：新潟県福祉保健部 「令和６年人口動態統計（確定数）の概況（新潟県版）」

 

 

○回帰分析（例②の分析） 

   

例②：県の出生数と婚姻数に関係性があることが分かった。統計データから、婚姻数が 12,000

件に増加したときの出生数を予測したい。 

 

 

 

 

 

   回帰分析（単回帰分析）：２つのデータの間に相関関係（直線的な関係）がある場合、その関  

係を直線の式（単回帰式：ｙ＝ａｘ＋ｂ）にあてはめる。この回帰 

式の一方の変数に値を代入することで、他方の変数の値の予測が可 

能となる。 

 

 

     回帰式を求める：データの関係性を式で表す 

散布図またはエクセルの分析ツールにより求めることが可能。（※第２章－８「エクセ   

ル分析ツールの使い方」参照） 

 

     ●データの見方（単回帰分析） 

 求めた回帰式の精度については、あらかじめ相関分析を行うことのほか、相関係数を

２乗した値（R-2 乗値）により確認できる。 

 R-2 乗値が１に近いほど回帰式の精度がいいといえる。 

⇒一般的には Ｒ²≧0.5 が目安とされることが多い。 

※散布図では「Ｒ²」、データ分析ツールでは「重決定 R2」と記載されている  

※R-2 乗値の目安となる 0.5 というのは、相関係数の強い相関があるとされる目安の  

0.7 を２乗した値（0.7×0.7＝0.49≒0.5）からきている。 

 

           

 回帰式を使って値の予測をする：回帰式に数値を代入する 

手順１で求めた回帰式に、設定した数値（今回は婚姻数）を代入することで、求めたい数

値（今回は出生数）を計算することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

分析の仕方 

手順１ 

手順２ 
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y = 1.7014x - 93.924
R² = 0.9641

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000

出生数（人）

婚姻数（件）

（図２）散布図を使用した回帰式

 

 

 

 

 表１のデータを使用して、回帰式を求めると、以下のようになる 

 （※第２章－８「エクセル分析ツールの使い方」４ 回帰式の求め方 参照）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒表１のデータによる婚姻数（ｘ）と出生数（ｙ）の間の関係式は 

     ｙ＝1.7014ｘ－93.924 であることがわかる。 

     また、R-2 乗値は 0.9641 であり、上記回帰式の使用が可能と考えられる。 

 

 

 表１のデータを使用して求めた回帰式に、設定した婚姻数（ｘ＝12,000）を代入すると、 

     ｙ＝1.7014×12000－93.924＝20322.876 

     ｙ≒20,323 件 と予測できる。 

      

⇒表１のデータから、婚姻数が 12,000 件に増加したときの出生数は 20,323 件と予測できる。 

 

出生数（ｙ）を設定して、必要な婚姻数（ｘ）を求めるなど、代入する説明変数を入れ替え

て予測することもできる。 

 

 

 

例のケースでは、２つのデータの関係を示す式を求めた（単回帰分析）が、あるデータ（目的

変数）の数値に影響を与えていると思われるデータ（説明変数）が複数ある場合にも、それら

の関係を式で表すことができる（＝重回帰分析）。 

重回帰分析の回帰式は、 

ｙ＝a１x１＋a２x２＋a３x３＋･･･＋ｂ 

  ※重回帰分析もエクセルの分析ツールで行うことができる 

 
 
 
 
 
 
 
 

分析結果からわかること 

参考 

分析結果１ 

分析結果２ 
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標本設計の流れ

目標精度の設定

抽出方法の決定

標本規模の決定

①許容誤差の設定

→一般的には±３～５％程度に収めるのが目

安。今回は±５％に設定

②信頼水準の設定

→今回は一般的に使用される95％に設定

③当該比率の設定

→今回は参考となる結果がないため、必要な

標本規模が最大となる50%に設定

※詳細は次ページ参照

無作為抽出法/有意抽出法 ･･･

→今回は一番基本的な無作為抽出法の場合を想定

標本設計

第２章－７ アンケート調査を行いたい 

 

 

 県民に対して、調査対象者を無作為に抽出してアンケート調査（設問「毎日朝食を食べるかどう

か」⇒回答「はい」または「いいえ」の二者択一形式）を行いたい。どのくらいの人数の調査対象

者が必要か？ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のとおり、一般的によく用いられる精度で、比率を調べる（設問に対して「はい」と回答

した人の割合◆％など）アンケート調査を行う場合、おおむね 400 人分のサンプル が必要

となる。（※単純無作為抽出法で抽出） 

→400 人分のサンプルで調査した場合、調査結果の誤差が±５％となる確率が 95％になる。 

 

⇒ただし…  

 400 人に調査して必ずしも全員から回答が得られるとは限らない。調査方法や調査対象により

回収率には差が生じることが考えられるため、過去の調査や類似の調査を参考に最低限必要な

400 人分のサンプルが得られるように、対象者数を決定する。 

 

（例）二者択一で比率を調べるアンケートの回収率を 20％で設定した場合 

 ⇒アンケート対象者数は 2,000 人以上必要となる。（2,000 人×20％＝400 人） 

 

！注意！ 

・年代、地域ごとなど、さらに細かい区分での分析を行う場合は、それぞれの区分ごとにサン

プル数が必要なので、区分ごとの対象者数を設定する必要がある。 

（例えば、年齢～20 歳、21～60 歳、61 歳～の３つの年代区分で集計したいとき、上記の設定

の場合、必要な対象者数 400 人がそれぞれの区分に必要⇒全体で約 1,200 人分必要となる。） 

 

 

 

 

 

例えば 

アンケート調査に必要な人数の一例 
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λ²p(1-p)
d²

 【計算式】
ｎ：（必要な）標本規模　　　　ｄ：標本誤差
λ：信頼水準によって定まる値　ｐ：当該比率

n=

解説 

  ○必要サンプル数 400 人とは？ 

   ※標本規模の求め方の式（抽出法の中で、一番基本的な単純無作為抽出法の場合） 

 

 

 

①標本誤差の設定 

（？標本誤差とは…調査対象者全員（＝母集団：設問例の場合、全県民）に調査を実施した

結果と、調査対象者の中から一部の人を抽出した調査（標本調査）の結

果では、結果は一致せず、いくらかの誤差が生じる。この誤差のことを

標本誤差という。）  

：誤差が小さい方が、アンケート結果の精度は高くなる。調査実施者において、調査の目

的、用途、予算などに基づき、どの程度の誤差まで許容するか（どのくらいの精度を必要

とするか）を決定する。一般的には３～５％程度におさめるのが１つの目安である。 

→今回は５％（ｄ＝0.05）に設定。 

（ただし、この誤差には回答誤り、集計ミスなど調査の過程で生じる誤差は含まれない） 

②信頼水準によって定まる値の設定 

（？信頼水準とは…標本調査を行った場合には、全数調査の結果から大きく外れた値が生じ 

る可能性があるが、そのような可能性を減らすため、設定する値のこと。） 

：λ＝1.96（信頼水準 95％のときの値）とするのが統計的処理としては一般的である。 

（※調査対象によっては信頼水準を 95％以外に設定する場合もある） 

→λ＝1.96 に設定。…標準正規分布における設定値 

 

③当該比率の設定 

（？当該比率とは…調査の結果得られる比率（設問例の場合、「はい」と回答した人の割合）） 

：直近の同様の調査や事前調査などから設定する。事前に参考となる結果がない場合や、

過去の当該比率の変動が大きい場合などは、必要な標本規模が最大となる p＝0.5 とする

のが標本誤差が小さくなるためよい。 

→今回ｐ＝0.5 に設定 

 

⇒設定した数値を上記計算式に代入すると、ｎ＝384.16 ≒ 400 人 となる 

※【参考】母集団が少ない場合：母集団がおよそ１万人以下の場合、上記計算式で求めた  

標本規模（ｎ）に修正係数をかけた数をサンプル数とする。 

     ＜修正係数＝（母集団の人数）÷（母集団の人数＋標本規模(ｎ)－１）＞ 
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○サンプル数を増やしたときまたは減らしたときの誤差の目安は？ 

⇒前述の計算式の標本誤差（ｄ）を変えると、必要なサンプル数も変化する。  

標本誤差の目安については、下表のとおり。 

サンプル数が多いほど調査の精度が上がり、少ないほど精度が下がることが分かる。サンプル

数が少ない方が調査コストは減るが、調査精度の観点から慎重に検討する必要がある。 

  

サンプル数別標本誤差早見表（回収率 100％、比率を調査する場合） 

※信頼水準 95％、当該比率 50%に設定した場合 

 ※単純無作為抽出法による調査の場合 

 ※他の抽出法の場合、複数回答の場合、記述式の設問の場合などは、上記表の数字によらない 
 

 
！注意！ 

・本項目で解説したサンプル数は、 

①単純無作為抽出法により、 

②ある単一回答（一つの選択肢を選ぶ）の設問に関して、特定の回答をした人の比率を調べる    

アンケート調査をしたい 

場合のみに目安とすることができる。 

⇒他の抽出法の場合（二段抽出法、層化抽出法など）や、複数回答の場合（選択肢の中から２つ

以上選ぶことができる場合）、記述式の設問の場合（「１か月の消費支出額」など実数を調査する

場合）などは、サンプル数の計算の仕方が異なるので注意。 

※設問の選択肢が多い場合（例えば、三択調査（選択肢Ａ、Ｂ、Ｃ））であっても、単一回答形

式かつ、「Ａを選択した人の比率」について調査したいという場合であれば、今回の式を利用し

てサンプル数を求めることは可能。（「Ａを選択した人」と「それ以外」に分けて当該比率を設

定できる場合。） 

  ※アンケート内に複数の設問がある場合には、調査の中で最も注目する設問について、目標精   
度等の設定から得られた必要サンプル数をアンケート調査の全体のサンプル数とするとよい。 

100 400 500 1,000 2,000 3,000 5,000 7,000 10,000

標本誤差の目安 ±9.8％ ±4.9％ ±4.4％ ±3.1％ ±2.2％ ±1.8％ ±1.4％ ±1.2％ ±0.98％

サンプル数（人）

参考 
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列1

平均 67.66666667
標準誤差 6.072315528
中央値 （メジアン） 65
最頻値 （モード） 50
標準偏差 23.51797691
分散 553.0952381
尖度 -1.718006174
歪度 0.163273493
範囲 65
最小 35
最大 100
合計 1015
データの個数 15

第２章－８  Excel 分析ツールの使い方 

 

エクセルには、代表値などを簡単に算出する「分析ツール」がある。 

 

   

 

 １ 集合データの平均や標準偏差などを一覧で算出方法 

   （１）「データ」タブの「データ分析」をクリック 

（２）「基本統計量」を選択し、OK 

（３）以下の手順で入力 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （４）結果画面 

                        〇代表値（平均、中央値、最頻値）のほかに   

も標準偏差、分散、最大、最小、データの 

個数などを、算出することができる。 

 

〇分析ツールはヒストグラム、移動平均、 

相関、回帰分析なども行うことができる。 

                        （相関、回帰分析の仕方は次ページ参照） 

 

 

 

 

 

 

 

①データを選択 

②出力先を選択 

③統計情報を  
選択し、OK 

〇分析ツールの出し方 

「ファイル」⇒「オプション」⇒「アドイン」⇒「分析ツール」を選択後、OKをクリック 
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２ 散布図の作成方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ３ 相関係数の求め方 
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 ４ 回帰式の求め方 

  ※回帰式は、散布図と一緒に作成することが可能。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ エクセル分析ツールを使用した回帰分析の方法 
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第３章 

 

「分析ツールの紹介 

と使い方」 
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分野 統計データ名（一部抜粋）

1 国土・気象 農林業センサス
2 人口・世帯 国勢調査、人口推計
3 労働・賃金 労働力調査、毎月勤労統計調査
4 農林水産業 農林業センサス、社会・人口統計体系
5 鉱工業 鉱工業指数
6 商業・サービス業 商業動態統計、サービス産業動向調査
7 企業・家計・経済 経済センサス、県民（国民）経済計算
8 住宅・土地・建設 住宅・土地統計調査、建設工事統計調査
9 エネルギー・水 社会・人口統計体系
10 運輸・観光 新車販売台数、宿泊旅行統計調査
11 情報通信・科学技術 科学技術研究調査
12 教育・文化・スポーツ・生活 学校基本調査、社会生活基本調査
13 行財政 社会・人口統計体系
14 司法・安全・環境 社会・人口統計体系
15 社会保障・衛生 福祉行政報告例、衛生行政報告例
16 国際 国際収支統計
17 その他 社会・人口統計体系

第３章－１ 統計データをグラフ化したい 

 

統計ダッシュボード（総務省統計局） 

 

 

統計データがあらかじめグラフ化されているので、グラフ作成の手間が 

省略でき、統計データの可視化によりデータの特徴を直感的に把握できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （※）17 分野の統計データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴 

統計データは「人口・世帯」等

17 分野(※)に整理しており、統

計調査名等がわからなくても必要

なデータを簡単に探せる。 

 

 

必要とするグラフをクリック

すれば、ダウンロードや印刷

ができる。 

掲載する画像データは下記のサイトから引用しており、枠囲みや枠囲み内コメント等は 

新潟県総務部統計課にて加筆したものである。以下、同様。 

出典：統計ダッシュボード（https://dashboard.e-stat.go.jp/）    

ツール名 

トップページ 
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         統計データを棒グラフや折れ線グラフで表示することができる。 

 

都道府県別の人口について棒グラフで表示する。 

トップページの「人口」をクリック→下図の全国人口が時系列に表示される。 

都道府県別人口はデータ変更により表示することができる。 

 

       ＜全国人口の時系列データ＞ 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜都道府県別人口＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

    選択する地域や系列を変更することにより、以下のようなグラフを表示すること 

   も可能。 

・市町村別人口や 65 歳以上人口についてグラフを表示。 

・新潟県と同規模程度の他県比較するグラフを表示。 

主な機能① 

「データの変更」を

クリックすると、デ

ータの周期や地域別

の選択が可能。 
（例：データ周期

「年」、地域別「都

道府県別」を選択） 

活用例 

例えば 
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全国や県内順位を把握することができる。 

 

人口増減率について新潟市の県内順位を表示する。 

トップページの「地域の見える化」→「地域のレーダーチャート・ランキング」 

をクリックして以下の手順を踏むと、県内市町村別順位がわかる。 

          県別の全国順位から地域選択により県内市町村を選択する必要がある。 

 

           ＜新潟県の全国順位＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜新潟市の県内順位＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

   ・全国の市町村を設定すれば、全国順位について把握することができる。 

    ・事業所数や就業者数など項目設定すれば、項目ごとの順位を把握することができる。 

地域選択で「新潟県」

「新潟市」を選び比較対

象範囲の指定で「都道府

県内の市町村」をクリッ

クする。 

人口増減率について大きい順に

並べると、新潟市は県内２位で

あることがわかった。 

主な機能② 

活用例 

例えば 
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 グラフの印刷またはデータのダウンロードをすることができる。 

 

＜全国の消費者物価指数＞ 

トップページ「消費者物価指数」をクリック→下図のグラフが表示される 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①グラフを印刷する場合 

  「その他機能」で「フルスクリーン」を使うと、グラフを拡大させて印刷することができる。 

ただ、サイト上でグラフを編集して表示することはできないので、編集する場合は下記②のとお 

りデータをダウンロードする必要がある。 

  ＜フルスクリーンの印刷プレビュー画面＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②データをダウンロードする場合 

  「その他機能」で「ダウンロード」を使うと CSV 形式で数値をダウンロードできるので、グラ

フを再作成し、編集することが可能。 

その他機能 

① 

② 

例えば 
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第３章－２ 事業やイベントが地域にもたらす経済効果を分析したい 

 

 

経済波及効果分析ツール（新潟県統計課） 

 

インフラの整備や工場の誘致、大規模イベントの開催などが新潟県内に

もたらす経済効果（経済波及効果）を、簡単に分析することができる。 

 

 

 

経済波及効果とは・・・ 

ある産業に新たな需要が生じたときに、その需要を満たすために生産活動が拡大すると、原

材料や資材などの取引や消費活動を通じて、他の産業にも次々と影響を及ぼす。 

その影響がまるで波(波紋)が移動するように次々と波及していくことから、「経済波及効果」

と呼ばれている。 

 
 

【経済波及効果のイメージ（自動車生産の場合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一次間接波及効果 二次間接波及効果 直接効果 

経済波及効果（総合効果） 

※解説書によっては、言い回しや範囲が異なる場合がありますので御留意ください。 

自動車の 

生産増加 

自動車関連産業

の生産増加 

原材料産業 

の生産増加 

消費関連産業 

の生産も増加 

雇用者の 

所得が増加 

特徴 

はじめに 

ツール名 
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経済波及効果を分析するために使用されるのが、「産業連関表」であり、産業連関表から導き出

された逆行列係数表を用いて分析する。 

新潟県では、一般の方でも簡単に経済波及効果が分析できるように、「平成 27 年新潟県産業連

関表」による「経済波及効果分析ツール」（以下、「分析ツール」）を作成している。 

分析ツールは、県ホームページからダウンロードして使用する（エクセルファイル）。 

 

分析ツール（新潟県ホームページ） 

【 URL : https://www.pref.niigata.lg.jp/site/tokei/0359735.html 】 

（もしくは「新潟県 産業連関表 分析ツール」で検索） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内の消費、投資等の需要増加がもたらす効果 

を求めたいとき      ⇒ 基本型 
 

 

 

県内の観光客、イベント来場者等の消費支出が 

もたらす効果を求めたいとき  

⇒ 観光消費型 

県内で建設投資が行われたときの効果を 

求めたいとき       ⇒ 建設型 

分析の目的によって３種類のツールを作成している。 

分析の方法 
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本ページ以降は、経済波及効果分析の中で最も一般的なイベント開催の事例について、「分析

ツール（観光消費型）」を使った分析方法を紹介する。 

 

市民マラソンイベント開催における経済波及効果の分析 

 

【分析の流れ】 

  

   

 

１ 必要なデータ 

 (1)イベント参加者の観光消費額 

・今回のイベント参加者の観光消費額を設定。  

・収集できるデータの内容によって、以下の３つのパターンのいずれかを選択。 

① 来場者数を把握している場合  ②消費支出額を把握している場合 

③ 費目別の消費支出額を把握している場合 

     ⇒今回は最も簡単な①を選択。イベント参加者を宿泊者、日帰り者に分ける。 

例：ランナー12,000 人（内訳 宿泊：1,200 人、日帰り：10,800 人） 

   観客  6,000 人 （内訳 日帰り：6,000 人） 

(2)イベント運営費  

イベントの運営費を費目ごとに産業連関表の部門分類（37部門）に仕分ける。 

     例：印刷製本費（ポスター・パンフレット）⇒その他の製造工業製品 

道路輸送費（シャトルバス運行）⇒運輸・郵便 

飲食料品費（飲料水、補給食）⇒飲食料品   等 

 

 

 

 

 

２ 計算シートへ入力 

(1)イベント参加者  【観光消費推計シート】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

必要なデータの収集 計算シートへ入力 経済波及効果の分析

① イベント参加者の人数を

入力（宿泊・日帰り）。 

活用例 

経済波及効果分析では同じイベントや事業の波及効果を分析する場合でも、前提とな

るデータの内容によって分析結果は大きく異なります。このため、経済波及効果の分

析では、このデータの設定が最も重要です。 

例えば 

重 要 
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 (2)新規需要額の入力  【入力①シート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 経済波及効果の分析 【まとめシート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 産業連関表の部門分

類別の支出額が自動

計算される。 

本分析ツールを使用して分析する際は、県ホームページに掲載されている「産業連関表利用

の手引き（平成 29 年１月改訂）」を必ず読み、分析における前提条件や留意事項をよく御理

解の上御活用ください。 

分析における注意点 

イベント参加者の支出額と、

イベント運営費の合算額をシ

ートへ入力。 

「まとめシート」に分析結果が示される。 

市民マラソンイベント開催による県内

への経済波及効果は、5 億 2,100 万円

ということがわかった。 












